[Note] Industrial Organization and International Trade(4) by 小田 正雄 & Oda Masao
[研究ノート] 産業組織と国際貿易(4)
著者 小田 正雄
雑誌名 關西大學經済論集
巻 43
号 5
ページ 673-682
発行年 1993-12-28
その他のタイトル [Note] Industrial Organization and
International Trade(4)
URL http://hdl.handle.net/10112/13768
673 
研究ノート
産業組織と国際貿易 (4)
小
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正 雄＊
〔5〕 輸出自主規制 (VER)一完全競争と複占一
1 序
GATTの枠外の， しかしグレイゾーンに属する非関税障壁 (NTB)として，最近先進
国間で多用されてきている貿易政策が，輸出自主規制 (VoluntaryExport Restraints 
VER)である。
周知のように， Bhagwati(1965)は一産業に多数の企業が存在して完全競争が成立す
る場合，関税と輸入割当が同等であることを示した。つまり輸入関税は輸入割当によって
生ずるであろう内外価格差と同一の価格差を生じさせうるような水準に輸入量を制限する
ことができ，関税収入と輸入割当収入を等しくし，輸入国にとって同じ厚生水準を実現す
ることができることを示した。また完全競争のもとでは，輸入関税と VERによって輸入
最を同一水準に制限するとき，関税の場合は関税を課す輸入国に関税収入が入るのに対し
て，輸出自主規制の場合には，輸出レントは輸出国に帰属する。これは関税の場合，交易
条件は輸入国にとって有利化するのに対して， VERの場合には輸出国に有利化すること
による。また，前述のように，完全競争のもとでは輸入関税と輸入割当は輸入国にとって
同じ効果をもたらすので．以上のことは．輸入割当と VERとの関係についてもいえる。
したがって， 完全競争のもとでは VERは輸入国にとって関税や輸入割当より劣ること
になる。にもかかわらず，何故このような VERが輸入国によって選ばれるのであろう
か。この点について，さまざまな非経済的な理由を用意することができるであろう。例え
ば VERは当事国間の交渉による貿易制限 (NegotiatedTrade Restriction)であるの
で，輸出量を制限させられる輸出国の要望もある程度反映され，相互の報復も回避するこ
とができる。また GATTの枠組のもとでは，輸入国が輸入最を制限することが困難であ
るのに対して，輸出国が輸出駄を制限することは，必らずしも禁止されないことなどであ
＊市川国際奨学財団より研究喪を得ました。謝意を表します。
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る。しかしそのような非経済的な説明よりもより重要なことは，完全競争の仮定を修正す
ることであろう。小論の課題は，不完全競争のもとで VERの強化が輸入国の生産を保
護すること，またそのような仮定のもとでは VERが voluntaryとなり得ることを明ら
かにすることである。
2 完全競争のもとでの VER
最初に，ある産業における企業数が多く， したがってその産業が完全競争の条件をみた
している場合について， VERの効果を考える。両国で同一財を生産する企業が1つしか
なく，その自国企業と外国企業がある市場で差別化財について複占競争を行う場合につい
ては，次節で考える。
VERを行う国と VERを求める国を考えよう。完全競争の仮定のもとでは， VERを
求める国の経済厚生は， 自由貿易の状態に比べて必らず悪化することがわかる。 したが
って，このような場合， VERを求める国にとっては， VERは involuntaryである。以
下このことを， 2国モデルと 3国モデルを用いて明らかにしたい。
まず VERはどのように定義すればよいであろうか。これまで日米間でしばしば用い
られてきたことから知られるように，それは輸入国が輸入制限をすることを回避するため
に，または輸入制限をすることができないために，輸出国が代って輸出量を規制するもの
である。周知のように， GATTのもとでは輸入国が輸入を制限することは非常に難し
ぃ。したがって当事国の間で交渉が行われ，特定の輸出国が特定の財の輸出を特定の期間
について制限することが多い。 したがって， それは NegotiatedTrade Restrictionで
あるといえよう。 NegotiatedTrade Restrictionであるので，輸出国の要望もある程度
反映されることになり，また相互の報復 (Retaliation)も回避される。
以上から， VERは少なくとも次のような特徴を持っていると思われる。 (1)輸出国によ
る輸入国の産業保護である。 (2)アウトサイダーが存在する差別的なものである。関税や輸
入割当は全ての輸出国に対して一様に課されるのに対して， VERは特定の輸出国に対し
て求められる。したがって， VERを行わないアウトサイダーが存在する差別的なもので
ある。 (3)特定の財について，また特定の期間について行われる。ただしこの特徴は次第に
うすれてきている。
(1) 2国モデル
具体的に， 2国を日本とアメリカとし， 日本が対米自動車輸出の自主規制を行う場合を
考える。図1で DDusはアメリカの日本からの輸入需要曲線， SS1は日本の輸出供給曲
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線である。自由貿易のもとでの均衡点は Eでアメリカの輸入量（日本の輸出最）は Qe,
価格は Peである。いまアメリカとの交渉の結果， 対米輸出抵を Qyにすれば， 日本の
輸出供給曲線は SFS1vになり，均衡点は G,交易条件も peから pgに日本に有利化す
る。アメリカの国内価格も pgに高まる。 初期の自由貿易のときの日本の利益は SEpe
であったが， 今ゃ SFGpgになっている。この中， PfFGpgは我国の得る輸出レント
である。もし SFGpgが SEpeを上回れば， VERによって我国は利益を得るであろう。
他方， VERを求めたアメリカは peEDから pgGDに消費者余剰を減らすので，アメリ
力はこのような VERについて involuntaryである。
他方， もしアメリカが輸入関税によって輸入需要曲線を Du/にすれば， 均衡点は F
になり，交易条件は Pfに，アメリカの国内価格はpgになる。関税は交易条件をアメリ
力に有利化し，関税収入 PfFGpgはアメリカが入手する。さらにもしアメリカが輸入関
税の代りに輸入数量を Qvに制限すれば，アメリカの輸入需要曲線は DGFQvになり，
輸入割当収入 PfFGpgを得る。
以上のように， 日本による VERは交易条件を日本に有利化し，アメリカによる関税や
輸入割当は交易条件をアメリカに有利化する。勿論この交易条件の変化による所得効果を
考えれば， 両国の国内価格は若干修正されるであろう。 しかし VERがアメリカにとっ
て involuntaryであることは明らかである。
p 
s,. 
SJ 
D," 
?
D,£ 
? ? ? ? ?
図1
25 
676 闊西大學『経清論集」第43巻第5号 (1993年12月）
図2は， OfferCuveを用いた一般均衡分析によって， 以上の議論を示したものであ
る。 OJは日本の OfferCurve, OAはアメリカの OfferCurveである。アメリカの輸
出財を小麦とする。 自由貿易下の均衡点は E,輸出最は Qe,交易条件は peで， 図1に
対応している。自由貿易下の日本の厚生水準は u。I,アメリカのそれは UoAである。いま
VERによって自動車の輸出量を Qvに制限すれば， 日本の OfferCurveは OFQ1vに
なり，均衡点は Gになる。交易条件は pgと日本にとって有利化し， 日本における自動
車の相対価格はPfになる。これも図1に対応する。その結果， 日本の厚生水準は U。Iか
らu/に高まる。このことは， 図1において初期の自由貿易のもとでの日本の生産者余
剰 SEpeよりも， VERのもとでの生産者余剰と輸出レントの和， SFGpgの方が大きい
ことを意味する。このとき日本における財の相対価格は G点における u/に接する接線
の傾斜に等しく，またアメリカにおけるそれはpgに等しい。これに対して， もしアメリ
力が日本からの自動車の輸出を Qvにするように関税ないし輸入割当を課せば，アメリカ
の OfferCurveは OGFQvになる。均衡点は Fになり，交易条件はPfにアメリカに
有利化する。アメリカの厚生水準は u。A から U1Aに高まる。日本の厚生水準は，貿易量
の低下と交易条件の不利化によって，必らず低下する。
以上の完全競争を仮定する 2国モデルのもとでは， アメリカの自動車の輸入量を Qv
小麦
?
Pe 
?
?
Qv 
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26 
産業組織と国際貿易(4)(小田） 677 
に制限する VERとアメリカの輸入割当ないし輸入関税を比べた場合， アメリカにとっ
ては明らかに日本の VERよりもアメリカの輸入割当や関税の方が優れていることが知ら
れる。日本の VERはアメリカにとって involuntaryである。
(2) 3国モデル
次に日本と韓国がアメリカに自動車を輸出しているときに， 日本がアメリカの求めた応
じて VERを行う場合の効果を考える。このような完全競争を仮定する3国モデルとして
は， OfferCurveを用いた Dinopoulosand Kreinin (1989), 小田 (1990)がある。こ
こでは部分均衡分析を用いて． 日本の VERが3国の厚生水準に与える効果を明らかに
したい。
図3で， SS1は日本の対米輸出供給曲線， PfSKは韓国のそれである。 SS1とPISK
の位置関係から知られるように． 日本の方がより効率的な供給者であると仮定している。
日本の SS1とアウトサイダーである韓国の PISKを加たものが， SMS1+Kである。ア
メリカの輸入需要曲線をDusとすれば，自由貿易のもとでの均衡点は E,価格はpe,ァ
メリカの輸入量は Qeである。いま日本がアメリカとの交渉によって輸出量を Qyに制
限すれば， 日本の対米輸出供給曲線は SNS1vになる。したがってこれに pfSKを加え
た SNRSvが， VERのもとでの日本と韓国による輸出供給曲線となる。新しい均衡点は
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G, 価格は pg,アメリカの輸入量は Qgに減少し，アメリカの消費者余剰は peEGpgだ
け減少する。
さて，アウトサイダーである韓国は日本が VERを行う以前には QKを輸出していた
にすぎなかったのに対して，いまや pgの価格で QKVを輸出することができるようにな
っている。他方， 日本は VER以前には Peの価格で QKQeを輸出していたのに対し
て， VER後では pgの価格で QKyQgの輸出を行うにすぎない。アウトサイダーである
韓国が日本にとって代るのである。その代替は PISKが弾力的であればあるほど大きく
なる。いずれにしても， VERを行う日本に代って， アウトサイダーである韓国が輸出を
拡大するのであり，韓国の生産者余剰はいまや PfFpgに拡大している。
ところで，アメリカは日本の VERによって自動車の輸入を Qeから Qgに減少させ
たのであるが， Qeから Qgへの輸入の削減は，関税によっても輸入割当によっても実現
できることはいうまでもない。輸入割当の場合，輸入需要曲線は DGQgになり SMS1+K
とH点で交わることになる。アメリカの得る輸入割当収入は， phHGpgである。他方，
アメリカが輸入関税によって QeをQgに輸入を削減するには， 輸入需要曲線を D,ヽ/
にシフトダウンさせればよい。アメリカが PhHGpgの関税収入を得ることはいうまでも
ない。なお， 日本が VERを行う場合の VERレントは， ph!Gpgであり，このうち日
本が得る VERレントは LIGFである。
以上の 3国モデルから， VERによって輸入国アメリカは必らず損失を被ること，また
アウトサイダーである韓国に必らず利益を得ることが知られる。したがって VERはアメ
リカにとって involuntaryである。 VERを行う日本が利益を得るかどうかは分らな
vヽ。
3 複占競争のもとでの VER
前節のような完全競争の仮定のもとでは， VERを求める国にとってそれは involun-
taryであり， VERを経済学的に正当化することはできなかった。 しかし不完全競争の
もとではそれが voluntaryになるかも知れない。 ここでは複占競争のもとでそれを考え
る。複占競争のもとでは， VERがvoluntaryになり得るということは，不完全競争下の
貿易理論，つまり NewTrade Theoryの展開の 1つとして， Krishna(1989), Harris 
(1985), Mai-Hwang (1988)などによってとりあげられた。ここではこれらにそって，
複占競争のもとでの VERの効果を検討したい。
いま日本の自動車メーカーとアメリカの自動車メーカーがあり，この2つの企業がアメ
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リカ市場で競争するものとする。両企業の生産する車は，差別化財で不完全代替財である
とする。以下， 自国 (h)をアメリカ，外国(/)を日本とする。
自国の効用関数を2次関数で
u=bhqh十碩'f_j_chqh2-_l_改, -pqhqf 
2 2 
(1) 
とする。ここで bhbf, ch, cfはプラスで一定， qh,qfは自国財と外国財の消費量， fl>O
で一定とする。 qh(qi)の価格を ph(Pf)とすれば， 6u/6qh=Ph,6u/6qf=Pfであるか
ら， (1)より両財の需要関数は
Ph=bh-chqhー 阪f (2) 
Pf=bf-cfqf-pqh (3) 
となる。 (2)(3)でaph/8qf=8Pf/8qh= -p<oであるが， これは他財の需要量が増えれば，
問題の財の価格も低下することを意味し， Pはその価格の下落率を表わす。また(2)(3)から
Pは両財の代替性も表わしている。いま両企業の限界衆用を mh,況f(一定）とすれば，
その利潤は
II h(qh, qf) = (bh-chqh-[iqf)qh-mhqh 
Ilf(qh, qJ)=(bf-cfqf—[iqh)qf-m. 九f
となる。 (4)(5)より利潤極大の一階の条件として
睾=bh-2chqh-[iqf-[iJhqh-mh=O
8IJf 
agf 
―=bf-2cfqf-[iqh-[iJfqf-mf=O 
(4) 
(5) 
(6) 
(7) 
を得る。ただし ,lh=dqf/dqh,,lf =dgh/dqfで，それぞれ推測的変化(conjecturalvaria-
tion)を表わす。ここで両企業が対称的であると仮定して， bh=bf=b,ch=cf=c, mh= 
mf=m, ,lh=,lf=,lとしよう。このような場合。 (6)(7)は
8Jlh 
8qh =b-2cqh-pqf-ft,lqh-m=O 
(8) 
膨=b-2cqf—pqh-{3.:!qf-m=O (9) 
(8)(9)から反応関数 qh=qh(qf),qf =qf(qh)が得られ，その交点が初期の自由貿易のもと
での自国市場における両企業の販売量を決める。その値を qh*,fl戸とすれば，それは
qh*=qf*= b-m 
2c十肛十¢ UOl 
である。
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ところで， A=dqf/dqh=dqh/dqfについてりもし A=Oであれば，均衡解はクールノ
ー解を与え，その値は
qh=qf= b-m 
2c+p Ul 
となる。次に入>oであれば， UO)からその解はクールノー解よりも小さくなり，より共謀
の解に近づく。そしてもし A=lであれば，
qh=qf= b-m Z (c+{i) U2l 
になり，それはUl)よりもさらに小さくなる。 U2lは共謀の解であり，自国企業と外国企国が
共謀して独占企業の行動をとるような場合である。他方 .:t<oであれば，そのときの解は
クールノー解よりも大きくなり，もし it=-1であれば
qh=qf=誓竺 U3l 
となる。 U3)の解は仮に両企業が完全競争市場に直面した場合に生産するであろう生産量
である。
さて，外国企業に対する VERは，初期の自由貿易の状態に比べて自国企業にとって，
また両国の企業にとって有利なのであろうか。・つまり VERは voluntaryになるであろ
うか。いま仮に，外国企業に対する VERが自由貿易での水準 q戸に設定されるとしよ
う。この qf*を(4)に代入すれば
Ilh(qh, qf*) = (b-cqh-{iqf*)qh-mqh U3) 
となるので，それから一階の条件を求めれば
dllh 
dqh =b-2cqh-(iqf*-m=O 
となる。これから qhを求め，それを qhとすれば
袖＝
b-m-{Jq戸
2c 
となる。 qhは VERのもとでの自国企業の生産量である。 t5)から
呈＝一£
8qf* 2c <o 
U4l 
USl 
06) 
を得る。 U6)は重要な意味を持っている。つまり外国（日本）企業に対する VERを強め
れば，したがって q戸を引下げれば， 利潤を最大にする自国企業の生産量（と雇用）は
1)推測的変化については， H.Varian「MicroeconomicAnalysis」(1984),2nd ed. p. 
102~103に詳しい説明がある。
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増加するのである。これは VERを求める大きな理由となる。
そこで VER下の自国の生産量石hと自由貿易下の自国の生産量 qh*,およびその時の
自国価格．励と Ph*の関係を考える。まずUS)の右辺の q戸にUOlを代入すれば
q/i= 
(b-m) (2c+ pi) 
2c(2c十肛+P) U7) 
を得る。これは VERをqf*の水準に設定したときの自国企業の生産量である。他方，
自由貿易下の自国の生産量はUOlで与えられているので， U7lからUOlを引けば
qh-qh*= 
(b-m),tfJ 
2c(2c+ {JH {J) U8l 
となる。 U8lで bは生産量がゼロのときの価格であり， これは限界費用 m より大きいと
考えてよいであろう。また fJ>Oである。また Aの値はマイナスになっても， ー1をこ
えることはない。したがって (2c+肛十fJ)>oと仮定しよう。このようなプロージプルな
な仮定のもとでは， U8lから次を得る。
這 0に応じて， qh逗qh*
したがって， U9)と(2)(3)より
這 0に応じて，励至Ph*,厨蚕Pf*
である。
(19) 
(20) 
U9l(20)より， 両企業の推測的変化 Aが重要な役割を果すことが知らるのであり， Aの値
に対応して次のような結論が得られる。
(a) もし自由貿易均衡がクールノー均衡 O=O)あれば，外国からの輸入を自由貿易水
準に設定するような VERは， 自国企業の牛産量， 両企業の財価格に影響を与えない。
(b) もし i>oで，クールノー解よりもより共謀解になれば， VERの設定は両企業の
価格を引下げ，自国企業の生産量を引上げる。したがって，外国企業の利潤は低下するで
あろう。 VERは外国企業にとって involuntaryである。
(c) もし i<oで，クルーノー解よりもより競争的になれば， VERの設定は両企業の
価格を引上げ， 自国企業の生産量を引下げるように作用する。しかしVERによって外国
企業の供給量は制限されるので， 自国企業の市場シェアが増加し， 自国企業の利潤は増
加する。これは自国企業にとって VERをvoluntaryにするであろう。この場合は
qh<Ph*, qf=q戸であり，また励>Ph*』枕>Pf*であるので， VERは外国企業にとっ
ても voluntaryにするのである。なお，ここでは企業の利潤の変化によって voluntary
かどうかを判断したが，それはこのような2国複占モデルの場合には，両企業の利潤の大
きさによって，両国の厚生水準の変化を表わすことができるからである。
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4結び
完全競争の仮定のもとでは，少なくとも VERを求める国にとって， VERは involu-
ntaryである。しかし不完全競争のもとでは voluntaryになり得るのである。対米自動
車輸出の VERなどについては， このような不完全競争のもとでモデルを定式化して，
VERが voluntaryになる状況を解明する必要がある。 ここではクールノー的（量的）
調整のもとで .l<Oの場合， VERは両国企業の利潤を引上げ， したがって voluntaryで
あることを示した。
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